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連絡先：関東学院大学 学部庶務課 Tel 045-306-9333  Fax 045-306-9133
メール：kannaishomu@kanto-gakuin.ac.jp

基 調 講 演

東京大学 大学院
法学政治学研究科

金井利之 教授

タイムテーブル

人口減少と自己決定
～政策の選択と地域の合意～
主　催　関東学院大学法学会・関東学院大学地域創生実践研究所・自治体法務合同研究会

９：30～ 12：00

金井利之教授
東京大学大学院
法学政治学研究科

原島良成教授
中央大学法務研究科
（ロースクール）

コーディネーター パネリスト パネリスト パネリスト パネリスト

山梨崇仁葉山町長
関東学院大学地域創生
実践研究所客員研究員

北村喜宣教授
上智大学法学部
地球環境法学科

パ　ネ　ル　デ　ィ　ス　カ　ッ　シ　ョ　ン

9：30～9：40

9：40～10：10

10：20～11：50
11：50～12：00

開会挨拶
関東学院大学 法学会　出石 稔 会長
基調講演
東京大学大学院
法学政治学研究科　金井 利之 教授
パネルディスカッション
閉会挨拶
関東学院大学
地域創生実践研究所　牧瀬 稔 所長

7.14 関東学院大学 横浜・関内キャンパス
テンネー記念ホール　横浜市中区万代町 1-1-1
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津軽石昭彦教授
関東学院大学法学部
（同大法学会会員）

　2024年４月24日に民間組織「人口戦略会議」
は人口減少問題への関心を高めるため、「消滅可
能性」があると分析された全国744の自治体名を
公表しました。
　神奈川県においても人口減少が進み、三浦市と
中井町、山北町、箱根町、真鶴町、湯河原町の１市５
町は「消滅可能性自治体」に分類されました。この
問題は社会経済の持続可能性にとって大きな課
題となり、特に一部の地方自治体では、若年層の
流出と高齢化が進む中で、地域の活性化や維持が
重要な政策課題とされています。
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　こうした背景のもと、「人口減少と自己決定」と
いうテーマを掲げ、政策の選択と地域住民の合意
形成のプロセスに焦点を当てた議論の場を設け
ました。
　本シンポジウムでは、人口・経済規模の縮小を余
儀なくされる時代を見据え、地域の実情に即した
効果的な政策の策定と、地域社会と自治の領域に
おける合意形成のあり方を探ります。合意形成の
促進を目指す関係者への学びの場とし、人口減少
問題に対する実践的な解決策の展望を発信する
機会として開催します。


